
（様式　５－１） 地域重点施策推進事業事後評価調書（令和２年度実施分） 地域振興局名： 秋田地域振興局

（地域施策推進事業）

事業名 部名 部長名 担当課 担当班名 電話番号 事業目的・必要性
事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月20日

「官民連携による人材確
保推進プロジェクト」推進
事業

総務企画部 鈴木　英一 地域企画課
企画・
地域振興
班

018-
860-
3313

人口の社会減を抑制する取
組として、地元企業が自ら取
り組んでいる様々な経営戦略
や人事制度に光をあて、どの
分野が採用力や定着に貢献
しているかを分析したり、改善
できるよう、情報共有と協調
行動の場づくりが必要なこと
から、地元企業の経営者等を
構成員とする「秋田県の人材
を育てるために行動する社長
会議」（社長会議）を開催する
ほか、実践行動として人材確
保や離職防止のための事業
を行う。

200,624

(1)秋田県の人材を育てるた
めに行動する社長会議の開
催
　前年度までの振り返りのほ
か、大学生の採用に苦戦して
いる現状からあきた学生就活
サポーターや県立大学キャリ
ア支援チーム担当者との意見
交換、秋田県就活情報サイト
「KocchAke!(こっちゃけ)」のブ
ラッシュアップをテーマに会議
を行った。
①開催日：R2.8.19
参加企業数：15社
②開催日：R2.12.9
参加企業数：14社
　
(2)秋田大学教育文化学部授
業「キャリアデザイン基礎」へ
の参加
　企業と大学生の接点を作る
ため、秋田大学教育文化学
部授業「キャリアデザイン基
礎」に社長会議メンバーが参
加してトークセッションを行っ
た。
①開催日：R2.5.28
テーマ：「withコロナ時代に、ど
んな大学生活を送るべきか」
②開催日：R2.6.11
テーマ：「withコロナ時代に、ど
んな仕事／職場を選ぶべき
か」

県
地元企業
経営者

(1)あきた学生就活サポーター
や県立大学キャリア支援チー
ム担当者と意見交換を行い、
学生から直接相談を受けてい
る人とのやりとりにより、イン
ターンシップの強化や大学訪
問の実施、ＰＲ方法の改善
等、参加企業が今後取り組む
べき課題が明確になった。

(2)秋田大学教育文化学部授
業への参加により、大学生が
県内企業を知る機会を作るこ
とができた。直接的な効果が
わかるのはまだ先だが、学生
の感想を見ると「固定観念を
見直すことができた」等の回
答があり、大学生の県内就職
が増えることが期待できる。

・社長会議での議論から、県
内企業は大学生の理系学生
の採用に苦戦しているほか、
県内就職を考えない学生も多
くいるなど、大学生の採用が
課題となっていることが把握
できた。

・大学等の新卒者をはじめ、
高校生や即戦力となり得る中
途採用等も含めて、人材確保
に資する取組を行っていくこと
は必要である。

・ただし、企業ごとに、求める
人材は一律ではないため、で
きるだけ共通の認識を持てる
ような取組を検討する必要が
ある。

・また、人材育成に関する研
修や講演を通じて、人材の流
出を防ぐ取組も行っていくこと
も有効と考える。
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事業名 部名 部長名 担当課 担当班名 電話番号 事業目的・必要性
事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月20日

令和2年4月1日

令和3年5月20日

令和2年4月1日

令和3年5月20日

地域資源を活かした関
係人口拡大事業

総務企画部 鈴木　英一 地域企画課
企画・
地域振興
班

018-
860-
3313

・全国的に人口減少が進み、
各地方で人材の取り合いと
なっている中、観光人口より
深く、移住人口より手軽に地
域と関わることができる「関係
人口」を増やすことが重要と
なってきている。

・新型コロナウイルス感染症
の影響により県外からの直接
の地域訪問が難しい中、WEB
上で地域取材記事を公開し、
県内外へPRすることにより、
「関係人口」の獲得を目指す。

380,151

・地域おこし協力隊やOBが地
域を取材し、WEB記事作成。
作成した記事を秋田地域振興
局公式ＳＮＳに掲載した。
掲載数：14記事

県

地域おこ
し協力
隊、地域
おこし協
力隊OB・
OG、県民
等

・全記事を合計して10,562
ビュー、1記事平均812ビュー
となった。

・SNS「note」を活用すること
で、GoogleやYahoo!といった
検索エンジンでワード検索す
ると、ヒットする仕様となって
おり、アカウントの有無に関わ
らず、広く周知することができ
た。

・地域おこし協力隊を起用し、
移住者としての視点から地域
に密着したウェブ記事を情報
発信することで、県内外へPR
することができた。

・SNS「note」の特性を活かす
には、検索エンジンで上位に
ヒットしやすいよう、タイトルを
工夫する等、閲覧者数を伸ば
す対応が重要である。

地域おこし協力隊等定
住促進事業

総務企画部 鈴木　英一 地域企画課
企画・
地域振興
班

018-
860-
3313

秋田管内
地域おこ
し協力隊

中学生及び保護者を対
象とした地元企業の魅力
発信事業

総務企画部 鈴木　英一 地域企画課
企画・
地域振興
班

018-
860-
3313

進学や就職などの将来の進
路が明確に決まっていない中
学生とその保護者を対象に、
地元企業を知る機会を提供
し、地元で働く魅力ややりが
い等を知ってもらうことで、将
来的に県内就職を選択肢の
一つとしてもらう。

53,389

中学生向け地域企業ガイダン
ス（単独校）
  中学校を会場とした企業説
明会を開催した。教室等に企
業ブースを設け、企業が生徒
に対して、仕事の概要ややり
がい等を説明した。
①開催日：R2.7.22
場所：天王中学校
参加者：生徒85名、企業10
社、保護者2名
②開催日：R2.9.15
場所：羽城中学校
参加数：生徒69名、企業14社
③開催日：R2.9.24
場所：天王南中学校
参加数：生徒92名、企業14社
④開催日：R2.9.30
場所：飯島中学校
参加数：生徒95名、企業17社
⑤開催日：R2.10.6
場所：城南中学校
参加数：生徒157名、企業17
社
⑥開催日：R2.12.10
場所：山王中学校
参加数：生徒174名、企業17
社

地域おこし協力隊の活動の充
実や任期後のビジョン形成、
定住を促進する。

76,376

(1)交流会
秋田管内の協力隊や市町村
担当者を参集し、交流会を開
催。活動報告やコロナ禍での
活動や他市町村協力隊とのコ
ラボ企画の可能性などについ
て意見交換を行った。
開催日：R2.11.26
参加者数：7名

(2)勉強会
税理士を講師に招き、協力隊
向け確定申告勉強会を開催。
副業・経費の考え方などを学
んだ。
開催日：R3.2.1
参加者数：6名

県

県

地元企
業、中学
生、保護
者

（参加中学生）
・事後アンケート結果から、
「勉強になった」「やや勉強に
なった」の合計が92.5％と満
足度は高かった。

・「地元企業の仕事や職業の
種類を新しく知ることができ
た」「将来、仕事をするというこ
とを少しでも実感できた」とい
う感想が多く聞かれた。

（参加企業）
・参加企業からは若年者へ地
元で働くやりがいや魅力を伝
える良い機会のため継続して
実施を望む声は100％となっ
ている。

・実施校の教員からは継続的
な開催を要望されているが、
秋田管内は学校数も多く全て
の学校で実施することは困難
であるため、未実施の学校で
優先的に実施し、実施済みの
学校は独自開催ができる取
組が必要。

・「将来的に秋田で働きたい」
と考える生徒の割合は53.1％
と半数以上を占めたが、「どち
らともいえない」と回答した生
徒は25.4％と多く、こういった
生徒が秋田に残りたいと思え
る企業紹介や生徒が判断で
きる情報の提供などが必要。

・企業側の説明に対して満足
度が低い生徒が県外で働き
たいと回答する傾向が見られ
たため、企業の説明内容につ
いて工夫が必要。

(1)交流会に参加した協力隊
員からは「少人数でじっくりと
話し合いを行えたのが良かっ
た」「着任したばかりなので、
他の地域の活用が聞けて勉
強になった」等の声があった。

(2)確定申告勉強会に参加し
た協力隊員からは「基本的な
確定申告の意味、手順などを
確認できて今後活動する上で
参考になった」といった声が
あった。

(1)・移住・定住促進課で全県
の協力隊研修会が行われて
いるが、事例発表を傾聴する
形式で参加人数も多いことか
ら、少人数制の交流会は好評
であった。
・限られた時間の中で参加し
た全隊員が発言できるよう、
テーマを設け、意見交換がで
きる時間を設けることが参加
者の満足度向上につながっ
た。

(2)・確定申告に不慣れな隊員
もおり、確定申告に関する幅
広い概要を勉強してもらえる
機会となった。
・参加者内で確定申告に関す
る知識の差があり、一律で実
施する難しさがあった。実施
時には各隊員の希望の疑問
点などを事前に確認し、講義
内容をよく検討する必要があ
る。
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事業名 部名 部長名 担当課 担当班名 電話番号 事業目的・必要性
事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月20日

県
県民、観
光客等

(1)秋田市内のホテルに配布
したところ「秋田駅起点で作成
されているのでありがたい」と
いう声があった。また、秋田市
と連携し、首都圏でも配布す
ることとなった。

(2)参加者からは「行ったこと
のない秋田の観光地、知らな
い魅力をたくさん知ることがで
きたのでよかった」「今回行っ
た場所をSNSで紹介すること
によって、もっと多くの人に秋
田の魅力を知ってもらいたい」
等の声があった。また、若者
や県外出身者の視点からＳＮ
Ｓで情報発信したところ、
Instagramのフォロワーが44人
増加した。

(3)ガイドブックの利用者から
「観光といえば男鹿がメインと
なりがちだが、近隣の南秋地
域を紹介しており、周辺を巡
ることができるのがよい」等の
声があった。

(4)広告配信したところ、
Instagramのフォロワー数が
339人、Facebookのフォロ
ワー数が35人増加した。ま
た、美の国あきたネットに作
成したガイドブックの情報を掲
載したところ、閲覧者数が
4,261回となった。

(1)・秋田駅を起点としており、
新幹線を使用する県外客に
とってわかりやすい点が良
かった。
・より使いやすいように、ワー
ケーション施設の紹介など、コ
ロナ禍に合った特集ページの
追加など工夫も考えられる。

(2)・これまで注目されていな
かった素材の掘り起こしがで
き、素材を活用したガイドブッ
クを作成したことで、管内市町
村を周遊することができるガ
イドブックを作成することがで
きた。
・振興局公式ＳＮＳを中心に
情報発信したため、インフル
エンサーのような拡散力のあ
る人を活用する必要がある。

(3)・秋田市、男鹿市、潟上
市、南秋田郡をまんべんなく
取り上げることで、男鹿が中
心となりつつ、周辺を周遊さ
せることに繋げる地域版ガイ
ドブックを作成することができ
た。
・例年は首都圏や隣接県での
イベントでガイドブック配布し
ていたが、新型コロナウイル
ス感染症の影響等により中止
となったため、管内施設だけ
でなく、管外の施設にも配布
するなど県内客を呼び込むた
めの対応が必要である。

(4)・SNSの利用者が多い若い
層にWEBサイトを通して、作
成したガイドブックを見てもら
うことができた。
・増加したフォロワーの維持
や今後もフォロワーを獲得し
ていくため、ＳＮＳに投稿する
内容や回数等をより興味をそ
そるように強化していく必要が

男鹿・潟上・南秋エリア
周遊観光促進事業

総務企画部 鈴木　英一 地域企画課
企画・
地域振興
班

018-
860-
3313

男鹿地域周辺には、温泉、な
まはげ、新鮮な海の幸など、
多彩なコンテンツが存在する
が、近年の入込客数や宿泊
客数の減少は深刻な状況と
なっている。このため、県内流
動の促進及び県外への情報
発信により男鹿半島周辺地域
の活性化を図る。

1,517,875

(1)秋田駅から気軽に訪れるこ
とができる観光スポット等の
情報を掲載した「秋田ちょい
ぶらBOOK」を15,000部作成し
配布

(2)若者や県外出身者の視点
から観光資源を掘り起こすた
め、事業参加者と観光地など
を訪問し、写真を撮影を行
い、ＳＮＳを活用した情報発信
を実施。
実施日：R2.10.11、R2.11.8
参加者：秋田大学ARCグルー
プ学生5名（うち県外出身者4
名）

(3)県内客や隣接県客向けに
管内の飲食店や観光地など
の情報を掲載した「あきためぐ
り」を8,000部作成し配布

(4)管内の観光情報をＳＮＳを
活用し広告を掲載
を実施
掲載期間：R3.2.25～3.24
広告種類：Facebook、
Instagram
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事業名 部名 部長名 担当課 担当班名 電話番号 事業目的・必要性
事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月20日

令和2年4月1日

令和3年5月20日

令和2年4月1日

令和3年5月20日

県（NPO法人環
境あきた県民
オーラムと協
働）

管内全16
小学校高
学年

・学習会終了直後に、先生や
児童からは好評価のコメント
をもらったほか、実施後のア
ンケート調査では、95％の児
童が環境学習会において初
めての気付きがあったこと、
79％の児童が家庭で話題に
したことなどの回答を得たこと
から、参加児童の満足度は高
かったものと考える。

・参加児童からは、「環境を守
るためにどんなことができる
か、を知ることができた」と
いった感想があった。

・参加児童の満足度が高く、
多くの児童が家庭に持ち帰り
話題にしたことから地域での
環境保全意識の啓発を図るこ
とができた。

・環境保全について知らない
児童が多く、学習会の開催で
啓発の意義を改めて見いだ
すことができた。

・年間の実施校数が限られる
ことから、今後継続的な開催
が必要である。

魅力あふれる直売所活
動強化支援事業

農林部 村上　旬 農業振興普及課
担い手・
経営班

018-
860-
3413

管内直売所については、生産
者の高齢化や冬期間の商品
不足などの問題を抱えている
が、店舗そのものが生産者や
消費者を含めた地域交流の
場となっており、店舗の継続
は地域活性に直結している。
店舗規模や運営方法により、
課題解決方法は異なるが、事
業継承に向けた支援を行う必
要がある。

566,363

(1)「直売マネジメント研修」の
実施
秋田市泉のファーマーズマー
ケット彩菜館を対象に、運営
者のノウハウをPOSレジデー
タと関連付け、役員間で共
有。そのデータを用いて、事
業継承に向けた店舗の目標
を設定などを行った。
開催日：R2.11.25～26
参加者数：10名

(2)「秋田管内直売所マップ」
の作成
直売所の運営状況やおすす
め商品が分かるガイドマップ
を20,000部作成し配布

県
管内農産
物直売所
(14カ所)

(1)・実際に対象直売所の店
の売り上げデータを取り出し
て確認し、専門家の助言を受
けたことで、従業員の運営へ
の意識が向上した。
・ＰＯＳレジを活用した事業継
承について、代表の後継者育
成への意識が向上した。

(2)・これまで、管内の直売所
マップは作成していなかった
ため、管内直売所からは好評
であった。
・大規模直売所だけではなく、
中小規模直売所でも集客力
が向上した。

(1)・対象直売所を一つに絞っ
たことで、店のデータの分析
を通じ、従業員の「自らの直
売所」という経営意識向上に
つながったことから、今後も直
売所個々の事情に応じた事
業展開を進める。
・今回は１直売所が対象で
あったことから、本事業の成
果を他直売所へも紹介し、従
業員及び生産者の経営意識
向上のため、全県へ波及する
研修会等の機会を設けること
が必要。

(2)・直売所規模に関わらず、
管内全体を広く紹介したこと
で、管内全体への周遊効果
や直売所間の連携も期待でき
る。

環境に配慮した活動の
促進

福祉環境部 伊藤　香葉 環境指導課
環境・食
品衛生班

018-
855-
5173

環境保全意識の醸成のた
め、「環境に配慮した活動」に
ついて、学校の授業より発展
した内容でかつ体験的な学習
を開催することで、児童本人
のみならず家庭においても環
境問題の解決に向けて出来
ることから実践する取組を促
進する。

159,251

各小学校の意向を踏まえ、令
和２年度のテーマは、両校と
もエネルギー問題から電気エ
ネルギーを学ぶことによって
省エネの重要性の理解、およ
び海洋ごみの問題からごみ
の発生抑制や適正処理につ
いての学習会を実施した。
①開催日：R2.11.9
場所：潟上市立出戸小学校
参加者数：48名（6年生）
②開催日：R2.11.10
場所：男鹿市立北陽小学校
参加者数：10名
　（5年生2名、6年生8名）

心の健康づくり活動支援
事業

福祉環境部 伊藤　香菜 健康・予防課
健康・予
防班

018-
855-
5170

自殺者の減少を図るため、地
域における心の健康づくりボ
ランティアの活動支援や普及
啓発を実施し、コロナ禍にお
ける自殺予防対策を支援す
る。

132,730

(1)「心の健康づくり活動」推進
資材の配布
配布対象者：メンタルヘルス
サポーター350名

(2)心はればれ通信の作成及
び配布
配布対象者：メンタルヘルス
サポーター、市町村、薬局、
高齢者支援事業所

(3)医療機関等へ相談機関一
覧表の設置

県

管内地域
住民及び
心の健康
づくりボラ
ンティア 、
管内市町
村、医療
機関、高
齢者支援
事業所

・メンタルヘルスサポーター、
市町村担当者からは、自殺の
おそれがある者への支援の
きっかけ作りに効果的と好評
であった。

・医療機関、薬局及び高齢者
支援事業所からは、相談につ
ながりやすい環境作りや積極
的な支援体制の整備ができた
との意見があった。

・新型コロナウイルス感染拡
大防止の観点から、研修会を
中止し研修資材を介した啓発
に切り替え、自殺予防対策を
効果的に実施できた。

・コロナ禍における経済状況
の悪化や外出機会の減少に
伴い全国的には自殺者数が
増加傾向にあるため、自殺対
策は今後も引き続き取り組む
べき課題あり、継続して実施
していく必要がある。
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事業名 部名 部長名 担当課 担当班名 電話番号 事業目的・必要性
事業費
（円）

事業実施状況 事業実施主体
事　業
対象者

事業決定月日
（部局長会議等）
及び評価確定日

事業効果
（成果・満足度）

自己評価

令和2年4月1日

令和3年5月20日

令和2年4月1日

令和3年5月20日

県

大潟村農
業協同組
合、大潟
村たまね
ぎ生産者

・適正品種の検討により、最
大８品種まであった候補が３
品種に絞られた。
施肥体系を検討し、水田転作
１年目で通常単収が伸び悩む
条件でも、単収を高くすること
ができた。

・生産者には上記の情報を提
供すると共に、データは過去
年との比較もできるため、生
産者の有益な情報となり、調
査継続を期待する声がある。

・事業実施前には無かった生
育に関する基礎データが蓄積
されることにより、現段階の生
育が順調か、否かの判断が
でき対策をとれるようになった
ことは、産地化への効果が大
きい。

・今後の技術改良する場合に
おいても、毎年の調査は参考
になるため、事業を継続して
実施していく必要がある。

協働による道路河川等
の維持管理活動広報拡
大事業

建設部　 鈴木　護 用地課 管理班
018-
860-
3452

道路河川への愛着、利用者
マナーの向上、良好な道路河
川の環境づくりを促進するた
め、企業と行政の協働により
道路河川の美化・維持管理活
動を行う「秋田地域アダプト・
プログラム」に参画している協
働団体を広く県民に広報し、
活動の拡大を図る。

220,155

活動時の作業用としての安全
ベスト、刈払機、刈払機替刃、
手袋を購入した。
また、長年維持管理に貢献し
ている団体を「元気なふるさと
秋田づくり地域活動表彰」に
おいて表彰した。
活動状況や上記表彰につい
て「美の国あきたネット」で紹
介している。

県
活動団体

道路河川
の利用者

・昨今の状況からか、昨年度
よりも活動状況は落ち込んだ
ものの、実施団体数は減少し
ていないため、活動を通し、地
域住民や道路利用者の美化
意識の向上は図られている。

・活動の性質上、コロナ禍で
はどうしても活動は減少傾向
にある。今後は、この時勢で
あってもできる活動方法を提
案するなどを支援を行い、活
動団体の美化意識の向上に
努める必要がある。

目指せ東北のたまねぎ
産地！大潟村たまねぎ
プロジェクト

農林部 村上　旬 農業振興普及課
産地・普
及班

018-
860-
3410

大潟村で始まったたまねぎの
大規模生産を軌道に乗せる
ためには、水田転換畑での栽
培技術体系の確立が急がれ
る。そこで、大潟村水田転換
畑における秋植え作型におけ
る生育・収量性等の調査を実
施し、栽培技術の確立を図る
とともに、生産者への情報提
供を行い、技術向上を図る。

344,100

R元年秋植え作型において、
生育調査及び収量調査を実
施し、転畑における適正品種
選定や除草体系の検討のた
めの参考データ収集を実施
し、生産者に講習会や資料を
通じて、情報提供を行い、技
術向上を図った。
①開催日：R2.6.3(現地講習
会)
参加者数：20名
②開催日：R2.6.15(現地講習
会)
参加者数：24名
③開催日：R2.8.11(育苗講習
会)
参加者数：16名
④開催日：R2.9.16(育苗講習
会)
参加者数：5名
⑤開催日：R2.11.13(現地講習
会)
参加者数：20名
⑥開催日：R3.2.12(栽培講習
会)
⑦開催日：R3.3.5(実績検討
会)
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